
再エネ100％を目指す
中小企業を応援します。

新潟市環境部環境政策課 ゼロカーボンシティ推進室
〒951-8550　新潟市中央区学校町通１番町602番地１（市役所本館２階）　TEL:025-226-1357

環境経営の専門家に
「再エネ���%」に向けた取組みへの
助言等を受ける経費などを支援します。
（下記対象経費の1/2以内）

令和５年度  中小企業等再エネ100目標設定補助金

補助金
最　大 15万円

脱炭素経営の導入を目指す
新潟市内の中小企業や学校法人の皆さまに

対象となる経費

https://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/kankyo/datutanso/saienehojokin.html

専門事業者から受ける以下の支援に要する経費（委託費、謝金、旅費等）

● 経営層への脱炭素経営、再エネ利用拡大の必要性の理解促進支援

● 脱炭素化促進計画の策定　　● 省エネ診断の受診
※　補助対象経費の詳細は裏面をご覧ください。

申請受付期間

※申込受付は先着順、

予算が無くなり次第終了

令和5年4月3日 月

令和6年1月31日 水 



中小企業等再エネ���目標設定補助金
補助金の概要

新潟市環境部環境政策課 ゼロカーボンシティ推進室

脱炭素経営の導入を目指す新潟市の中小企業の皆さまを支援します

「再エネ100宣言 RE Action」への参加を完了させること（未加入者に限る）

新潟市内に本店・本社を有する中小企業、学校※１

1/2以内（ただし150千円を上限とする。千円未満切捨）

※１　「中小企業」は中小企業基本法の中小企業者の定義に、また「学校」は学校教育法の学校、専修学校及び各種学校の定義に該当していること。

※２　環境省が設置する「脱炭素経営促進ネットワーク」の支援会員又は「新潟地域脱炭素社会推進パートナーシップ会議」参加企業であること。

※3　以下の項目を記述すること。

　　　　　　（１）２０５０年までに事業活動で使用する電気エネルギーを全て再生可能エネルギーで調達するための目標と取組み

　　　　　　（２）２０５０年及び２０３０年までの二酸化炭素排出量削減の目標と取組み

　　　　　　（３）来年から５年間の二酸化炭素排出量削減の目標と取組み

※4　専門事業者のうち、経済産業省の「中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業」の採択を受けているものが実施する診断に限る。

「再エネ100宣言 RE Action」とは、企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が使用電力を100％再生

可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、再エネ100％利用を促進する新たな枠組みです。

参加することで具体的な再エネ導入情報の収集や参加団体間の交流など脱炭素経営の推進に欠かせない

ネットワークへ参加ができます。（参加費例：11～300人の企業等／年額50,000円）

新潟市は、地域の脱炭素化を支援する「再エネ100宣言 RE Actionアンバサダー」です。

詳細は「再エネ100宣言RE Action」のホームページをご覧ください。

補助金交付
申請書提出

補助金交付
決定 対象事業の実施 事業実績

報告書提出
補助金額決定
補助金交付

審
査

審
査

希望する企業は、交付申請書(書式は新潟市ホームページ

等で入手）を令和6年1月末までに提出してください。審査後

交付が決定した企業には書面で決定をお知らせします。

補助金交付の決定後、「再エネ100宣言 RE Action」へ参

加し、上記対象事業を実施します。事業完了後1か月以内又

は令和6年3月31日までに実施報告書を提出してください。

事業実施報告書を審査し新潟市が

補助金額を算定します。金額確定後

に補助金を交付いたします。

https://saiene.jp/

〒951-8550　新潟市中央区学校町通１番町602番地１（市役所本館２階）　TEL:025-226-1357

補助金申請から受給までの流れ

補助対象経費例

補 助 要 件

補 助 対 象 実 施 内 容 （ 例 ） 費 用 概 算 補 助

補 助 金 の 対 象 者

補 助 対 象 経 費

補 助 率

経営層への脱炭素経営、再エネ利

用拡大の必要性の理解促進支援

脱炭素化促進計画の策定

省エネ最適化診断等の受診

https://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/kankyo/datutanso/saienehojokin.html

専門事業者※２から受ける以下の支援に要する経費（委託費、謝金、旅費等）

　●経営層への脱炭素経営、再エネ利用拡大の必要性の理解促進支援

　●脱炭素化促進計画※3の策定　　●省エネ診断※4の受診

環境省「脱炭素化促進計画の策定支援事業」による、CO2排出量

削減余地の診断及び「脱炭素化促進計画」の策定支援を受ける

資源エネルギー庁で採択された専門事業者「省エネお助け隊」

によるエネルギー最適化を支援する「省エネ診断」の受診

実施費用　９２，０００円

国の補助率：9割

実施費用　200万円
環境省補助率:1/2
補助上限100万円

市補助：15万円

自己負担：15万円

市補助：15万円

自己負担：85万円

市補助：4,600円

自己負担：4,600円

脱炭素経営の実践に向けた従業員教育など、社内の理解促進

のためのコンサルティングを受ける 実施費用　30万円　

「新潟地域脱炭素経営支援プラットフォーム」にご相談ください。
脱炭素経営の推進について様々な課題・お悩みに対し、

支援相談を一括で受ける役割を担ってまいります。

【支援相談窓口】　一般社団法人　環境省エネ推進研究所　https://eecp.or.jp/

            TEL（０２５）２６3-0100　FAX(025)263-0114　E-mail：info@eecp.or.jp


